
   展開方向３   消費者の安全及び自主的かつ合理的な選択の機

       会の確保  

                                                                        

   商品・サービスの安全性の確保や，規格・表示の適正化等に取り組むことによ

り，信頼できる公正な環境の下，消費者が安全な商品・サービスを自主的かつ合

理的に選択して消費できる社会を目指します。 

    

 取組の内容 

  (1) 商品・サービスの安全性の確保  

  (2) 食品・医薬品等の安全性の確保 

  (3) 規格・表示等の適正化       

  (4) 生活関連商品の安定的な供給・情報提供  

  (5) 緊急時における速やかな情報提供 

 

(１) 商品・サービスの安全性の確保 

① 重大事故等の未然防止 

消費者の消費生活における被害を防止し，その安全を確保するため，消費

者安全法に基づく消費者事故等１の情報収集及び国への通知を行うとともに，

国や関係機関から得た消費者事故等に関する情報の周知を行います。 

（消費者行政推進室） 

 

② 子どもの安全確保のための情報発信 

・ 保護者，教育・保育施設などの幅広い関係者が，安全な製品の選択，正

しい利用により，子どもの身の回りの環境を整備して対策を立てられるよ

う，ホームページやSNS等を活用して，必要な情報発信を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 

・ 子どもの周囲の大人たちが子どもを事故から守る正しい知識を身に付け

るよう関係パンフレットの送付などにより，市町村が行う乳幼児の事故防

止に係る啓発活動を推進します。 

                                      （子育て支援課） 

 

③ 製品の安全性の確保 

製品の安全性及び品質に関する表示の適正化を図り，消費者の利益を保護

するため，法律に基づく適正な表示のある製品を取り扱うよう，販売事業者

等の検査・指導を行います。 

（消費者行政推進室） 

 

④ 家庭用品の安全性の確保 

各種家庭用品に使用されている有害な化学物質による県民の健康被害を未

然に防止するため，保健衛生上の見地から，家庭用品の試験検査を行い，有

害物質を含有する違反製品の発見に努めるとともに，取り扱う店舗への立入

指導を行います。 

                                         （薬務課） 
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⑤ 液化石油ガスの安全性の確保 

液化石油ガスによる災害事故を未然に防止するため，液化石油ガス販売事

業者等に対する点検指導を行います。 

                                       （消防保安課） 

 

 

⑥ 住宅の安心・安全の確保 

ａ 住宅に関する相談窓口の設置 

消費者からの住宅全般に関する相談に対応するための相談窓口を設置し，

相談対応を行います。 

                                       （住宅政策室） 
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ｂ 住宅リフォームに関する相談体制の整備 

住宅リフォーム等に関する相談･情報提供に対応する人材を育成するため

に実施される研修会等への支援を行います。 

                                       （住宅政策室） 

 

ｃ 「安心して居住することができる民間賃貸住宅」情報の提供等 

高齢者，障害者，外国人及び子育て世帯等の住宅確保要配慮者が安心し

て入居できる民間賃貸住宅の登録や住宅確保要配慮者に対する居住支援を

行う法人の指定，県・市町村・居住支援団体・不動産団体で構成する協議

会の活動を通じて，住宅確保要配慮者及び賃貸人の安定した賃貸借関係が

構築されるよう必要な情報提供等を行います。 

                                       （住宅政策室） 

 

ｄ 宅地造成及び特定盛土等規制法の適切な運用 

盛土等による災害から県民の生命・財産を守るため，盛土等を行う土地

の用途やその目的にかかわらず，危険な盛土等を全国一律の基準で包括的

に規制します。 

                                       （盛土対策室） 

 

⑦ サービスの安全性の確保 

施設営業者の衛生，安全性に関する自主管理体制の確立を促進するため，

理容，美容，クリーニング，旅館，公衆浴場等生活衛生関係営業施設につい

ての監視・指導を行います。 

                                       （生活衛生課） 

 

⑧ 自転車の安全で適正な利用の広報啓発 

・  必要に応じて国民生活センターによる商品テストの結果等を活用し，消

費者へ自転車の安全な利用に向けた広報啓発を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 

・  関係機関・団体や市町村等と連携し，自転車の安全で適正な利用に関す

る広報啓発活動を推進します。 

                                    （くらし共生協働課） 

 

(2) 食品・医薬品等の安全性の確保 

① 消費者の視点に立った食品の安全対策の実施 

ａ 「鹿児島県食の安心・安全推進条例」に基づく取組の実施 

鹿児島県食の安心・安全推進条例に基づき策定した「第４次鹿児島県食

の安心・安全推進基本計画（令和８年度～令和12年度）」に沿って，食品

の安全性の向上，食品表示の適正化による消費者への的確な情報提供，県

民をはじめとした関係者との情報・意見交換と信頼の確保など，食の安

心・安全の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進します。 

                （かごしまの食輸出・ブランド戦略室，生活衛生課，健康増進課） 
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ｂ 情報の伝達，リスクコミュニケーション２の推進 

食の安心・安全に関する正確かつ適切な情報の提供を行うとともに，生

産者，食品関連事業者，県民その他の関係者間における情報の共有及び信

頼関係の構築を促進するための情報及び意見を交換する機会の提供を行い

ます。 

                      （かごしまの食輸出・ブランド戦略室，生活衛生課） 

 

ｃ かごしまの農林水産物認証制度の推進 

「国際水準GAPガイドライン３」に準拠した新たな基準による運用を令

和７年度から開始した「かごしまの農林水産物認証制度」の円滑な推進と

県内生産者及び県内外消費者への理解促進を図ります。 

                            （かごしまの食輸出・ブランド戦略室） 

 

ｄ 食育・地産地消の推進 

「かごしまの“食”交流推進計画（第５次）（令和８年度～令和12年

度）」に基づき，健康・教育・農林水産業等の様々な分野の機関・団体と

連携しながら，本県ならではの多彩な食文化と農林水産業を生かした食

育・地産地消を推進し，県民の食に関する正しい知識と食を選択する力の

習得を図るとともに，県産農林水産物の利用促進に努めます。 

                            （かごしまの食輸出・ブランド戦略室） 

 

ｅ 畜産に関する消費者への理解促進 

県民の畜産及び畜産物についての理解を深め，消費者と生産者がふれあ

い，共生する畜産を確立するため，畜産フェアや体験学習会，環境美化・

衛生強化運動等を実施します。 

                                       （畜産振興課） 

 

ｆ 特用林産物４の安心・安全の確保・啓発 

特用林産物４の安心・安全を確保するため，認証制度の普及啓発や認証

品目のＰＲなどを実施します。 

                                       （森林経営課） 

 

ｇ 水産物の安心・安全の確保・啓発 

安心・安全な「かごしまのさかな」ブランド認定魚のＰＲ，普及を図る

とともに，その他の水産物についてもブランド化を推進するなど，安心・

安全な本県水産物のＰＲを実施します。 

                                       （水産振興課） 

 

② 検査・監視体制等の充実 

ａ 適正な農薬使用の指導 

農薬の適正な使用を推進するため，農薬使用者への指導や農薬販売業者

等への立入検査等を行います。 

                                       （経営技術課） 

 

ｂ 飼料の安全性確保のための指導 

安全な畜産物の生産を推進し，飼料の品質及び安全性の総合的確保を図

るため，飼料製造業者や畜産農家等への啓発・指導等を行います。 

                                       （畜産振興課） 
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ｃ 水産用医薬品の適正使用の推進 

水産用医薬品の適正な使用を推進するため，養殖業者への指導や衛生的

な養殖管理に関する普及啓発を行います。 

                                       （水産振興課） 

 

ｄ 食品衛生に係る監視指導 

食品の安全を確保し，飲食に起因する衛生上の危害の発生防止を図るた

め，食品衛生法の規定に基づき，食品関係施設の監視指導及び食品，食品     

添加物等の収去検査を行います。 

                                       （生活衛生課） 

 

ｅ 食鳥検査の実施 

食鳥肉の安全確保を図るため，食肉衛生検査所において大規模食鳥処理

場（年間30万羽超）の食鳥検査を行うとともに，施設の衛生管理及び食鳥

肉の取扱いについて，監視・指導を行います。また，保健所において認定

小規模食鳥処理場（年間30万羽以下）に対する定期的な監視・指導を行い

ます。 

                                       （生活衛生課） 

 

ｆ と畜検査の実施 

食肉の安全確保を図るため，食肉衛生検査所や離島保健所において，と

畜場のと畜検査を行うとともに，施設の衛生管理及び食肉の取扱いについ

て，監視・指導を行います。 

                                       （生活衛生課） 

 

③ 医薬品等に係る監視指導 

医薬品，医薬部外品，化粧品，再生医療等製品及び医療機器の製造（製造

販売）業者及び販売業者に対して，保健衛生上の危害が生じないように指導

監督するとともに，県民に対し医薬品の正しい使用方法等に関する知識の普

及啓発を行います。                         

                                         （薬務課） 

(3) 規格・表示等の適正化 

① 食品表示の監視・指導 

・ 食品表示制度の普及啓発を行います。 

            （健康増進課，生活衛生課，薬務課，かごしまの食輸出・ブランド戦略室） 

・ 食品表示の適正化を推進するため，食品表示に係る各種情報や事業者か

らの事前相談を一元的に受け付ける「食品表示110番」窓口の迅速かつ適

切な運営を図ります。 

（消費者行政推進室，健康増進課，生活衛生課，薬務課，計量検定所， 

かごしま食輸出・ブランド戦略室） 

・ 食品表示実態調査等の実施により，監視・指導を行います。 

            （森林経営課，健康増進課，生活衛生課，薬務課，水産振興課， 

                 かごしまの食輸出・ブランド戦略室，農産園芸課，畜産振興課） 
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・ 県民の健康保持・増進のため，食品業界等への指導を行い，食品の栄養

成分表示等の適正化を図ります。 

                                       （健康増進課） 

・ いわゆる「健康食品」５の健康増進保持効果等に関する虚偽誇大広告等

の禁止及び広告の適正化や医薬品的効能効果の標榜に係る消費者や事業者

等からの相談に対応します。 

                                   （健康増進課，薬務課） 

・ 店舗及びインターネット等で販売されているいわゆる「健康食品」５の

医薬品的効能効果の標榜について監視・指導を行います。 

                                         （薬務課） 

 

② 景品表示法に基づく指導等 

事業者及び事業者団体における法令遵守の取組を促進するとともに，過大

な景品の提供や不当な表示を行う事業者に対し，同法に基づく厳正な執行を

行い，適正な景品提供や表示を確保します。 

また，県民や事業者から，違反の疑いのある事実に関する情報提供や，景

品又は表示についての相談が積極的に行われるよう,受付窓口の周知を図りま

す。 

                                    （消費者行政推進室） 

③ 計量の適正化のための立入検査等の実施 

計量法の目的である適正な計量の実施を確保するため，計量法で定める特

定商品について量目調査を実施するほか，法に基づく各種計量器の検定・検

査，計量関係事業者（水道・ガス等）への立入検査，一般消費者を対象に計

量教室・量目調査会等を実施します。 

                                       （計量検定所） 

 

(4) 生活関連商品の安定的な供給・情報提供 

① 価格動向・需給状況等の調査・監視 

生活関連商品の価格動向及び需給状況の調査・監視を行うとともに，県内

の離島と本土との価格差の大きい生活関連商品については，流通実態調査等

を通じて関係団体に対し，価格差縮小に向けて協力要請を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 

 

② 物価情報の提供 

物価調査及び特定物資調査の結果を「物価情報」として取りまとめ，市町

村及びその他関係行政機関へ送付するとともに，県のホームページに掲載し，

情報提供を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 

 

③ 生活関連商品の安定的な供給等の協力要請 

災害その他緊急な事態が発生した場合に，本庁及び出先機関の価格調査員

が生活関連商品の価格動向及び需給状況を調査し，必要に応じて当該商品の

円滑な供給その他必要な措置をとるよう事業者に協力を求めます。 

                                    （消費者行政推進室） 
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④ 緊急時における不適正な事業活動の是正勧告 

生活関連商品の需給の状況又は価格の動向が消費生活に著しい影響を及ぼ

す場合等の緊急時において，事業者の買占め・売惜しみなど不適正な事業活

動に対し，売渡し勧告や価格の引下げ勧告を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 

(5) 緊急時における速やかな情報提供 

災害その他の非常の事態においても，消費者が合理的に行動することができ

るよう，不確かな情報の拡散や不確かな情報に影響を受けて物資の買いだめを

行うといった消費行動や,災害等に便乗した悪質商法に関する注意喚起を行うた

め，ホームページ，SNSなど様々な媒体を通じて，迅速で正確な情報提供を行

います。                   

                （消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所） 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 消費者事故等とは，消費者安全法第２条第５項に規定する「消費者事故等」のこと。事業者が   

その事業として供給する商品や役務等の消費者による使用等に伴い生じた事故であり，消費者の   

生命又は身体について一定程度の被害が発生したものなどをいう。（消費者安全法に基づく通知   

までの流れについてはP53参照） 

2 リスクコミュニケーションとは，消費者や関係者などとの間でリスクに関する情報・意見を相 

互に交換することをいう。 

３ 「国際水準GAPガイドライン」とは，国際的に求められるGAPの取組事項を，食品安全，環境

保全，労働安全，人権保護，農場経営管理の5分野について，我が国共通の取組基準として令和

４年３月に農林水産省が策定したものをいう。 

ＧＡＰ（Good Agricultural Practices）とは，農場生産の各工程の実施，記録，点検及び

評価を行うことによる持続的な改善活動のこと。 

４ 特用林産物とは，主として森林原野において産出されてきた産物で，通常林産物と称するもの

（加工炭を含む。）のうち，一般用材を除く品目の総称。森で採れる多彩な産物のうち，木材を

除くほぼ全てのものが「特用林産物」に含まれる。きのこ類をはじめ，くり，くるみ等の樹実類，

木ろう等の樹脂類，わらび，わさび等の山菜類など。 

５ いわゆる「健康食品」とは，法律上の定義は無く，医薬品以外で経口的に摂取される，健康の

維持・増進に特別に役立つことをうたって販売されたり，そのような効果を期待して摂られてい

る食品全般を指しているもののこと。 
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   展開方向４   消費者トラブルの未然防止とその救済 

                                                                        

   各種広報媒体を活用した情報提供・広報啓発活動や消費者取引の適正化，法令

に違反する事業者への厳正な対処等に取り組むことにより，消費者トラブルの未

然防止とその救済が図られ，安心・安全な消費生活が確保される社会を目指しま

す。 

    

 取組の内容 

  (1)  消費者トラブルの未然防止等 

  (2) 消費者取引の適正化       

  (3) 紛争の適切な解決の促進    

 

(1) 消費者トラブルの未然防止等 

① 消費者トラブルに関する情報提供の充実 

くらしの情報紙「マイライフかごしま」，ホームページ，SNS等による消

費者への情報提供や報道機関への積極的な情報提供を行います。 

（消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所） 

 

② うそ電話詐欺（特殊詐欺）１及びSNS型投資・ロマンス詐欺２等の消費者被

害防止に向けた広報活動 

関係機関・団体，市町村等と連携し，各種広報媒体を活用して消費者被害

を防止するための広報啓発活動を推進します。 

            （消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所， 

                          くらし共生協働課，県警生活安全企画課）                    

 

③ 多重債務問題への取組の実施 

・ 多重債務についての相談受付や多重債務問題に関する啓発を行うほか，

関係課室等で構成する「多重債務者対策庁内連絡会議」において，情報交

換等を行い，連携して対策を推進します。 

                                    （消費者行政推進室） 

・ 県多重債務・ヤミ金融等対策協議会において，県弁護士会及び県司法書

士会等と連携し，借金・債務整理に関する無料法律相談会を県内各地で実

施するほか，県消費生活センターにおいても，多重債務に関する弁護士と

消費生活相談員との共同相談を行います。 

                          （消費者行政推進室，県消費生活センター） 

・ 多重債務・ギャンブル依存症により精神的な不安を抱えている方を対象

に，借金・多重債務に関する無料法律相談会において「こころの悩み相談」

を行います。 

                              （消費者行政推進室，障害福祉課） 

・ ギャンブル依存症対策に関する消費者向けの情報提供を行うとともに，

ギャンブル依存症が疑われる方への適切な医療支援が行われるよう，相談

窓口と精神保健福祉センターや保健所等との連携を図ります。 

          （消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所，障害福祉課） 
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・ 県精神保健福祉センターにおいて，医師による依存症専門相談の実施や，

依存症家族教室の開催，自助グループに対する指導・助言を行い，ギャン

ブル依存症問題の解決に取り組みます。 

                                       （障害福祉課） 

 

④ 適格消費者団体３との連携 

消費者被害の未然防止の観点から，差止請求を行うことのできる適格消費

者団体３との連携を図ります。 

               （消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所） 

 

(2) 消費者取引の適正化 

①  特定商取引法に基づく事業者への指導等 

県内の相談情報の分析等を行い，苦情相談の対象となっている問題のある

事業者に対して，特定商取引法等に基づく行政指導・行政処分等を適切に執

行します。 

また，国・近隣県・警察などとの連携による悪質事業者の情報交換を行い，

消費者被害拡大の防止に努めます。 

                           （消費者行政推進室，くらし共生協働課） 

 

② 貸金業法に基づく事業者への指導等 

貸金業を営む者についての必要な指導を行うとともに，業界団体の適正な

活動促進，適正な運営を確保し，資金需要者等の利益の保護を図ります。 

                                    （消費者行政推進室） 

 

③ 貸金業法の無登録業者等への対応 

無登録営業に係る苦情等を含め，犯罪の疑いのある情報を入手した場合は，

当該情報を警察へ提供し，警察との連携を図ります。 

また，苦情等において預金口座の不正利用に関する情報を入手した場合は，

同口座の凍結のために警察へ速やかに情報提供を行い，被害の拡大防止に努

めます。 

                            （消費者行政推進室，県警生活環境課） 

 

④ 警察による取締りと被害拡大防止対策の推進 

警察に寄せられる相談に適切に対応するとともに，消費者行政推進室や消

費生活センターとの連携による違反情報の収集・分析を行い，悪質事業者に

対する取締りを強化します。 

併せて，消費者を保護し，被害の拡大を防止するため，消費者からの相談

電話を受理し，助言・指導を行います。 

                                     （県警生活環境課） 

 

⑤ 割賦販売法に基づく前払式特定取引事業者への指導等 

前払式特定取引業者（友の会，冠婚葬祭互助会）に対して，消費者の利益

を保護するための適正な業務運営を行うよう指導等を行います。 

                                    （消費者行政推進室） 
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⑥ 宅地建物取引業法に基づく事業者への指導等 

宅地建物取引において，免許業者に宅地建物取引業法違反のおそれがある

場合，必要な調査を実施した上で，適切な指導等を行い，もって消費者の利

益の保護を図ります。 

                                         （建築課） 

 

⑦ 旅行業法に基づく事業者への指導等   

旅行業法に基づく旅行業者等への立入検査など，業務の適正な運営の確保

に必要な指導等を行い，旅行業務に関する取引の公正の維持，旅行の安全の

確保及び旅行者の利便の増進を図ります。 

（ＰＲ観光課） 

 

(3) 紛争の適切な解決の促進 

① 生活安定審議会消費者苦情処理部会の調停等の活用 

県消費生活センターや大島消費生活相談所によるあっせんで解決に至らな

かった案件について，申出者が県生活安定審議会の調停による処理を希望す

るなどの一定の要件を満たす場合は，同審議会苦情処理部会に付託し，消費

者と事業者の調停手続を行い紛争解決の促進を図ります。 

（消費者行政推進室，県消費生活センター，大島消費生活相談所） 

 

② 紛争解決手続機関の活用促進 

消費者被害をもたらした商品・サービスの特性等を踏まえ，民間事業者に

よるADR４（裁判外紛争解決手続），ODR５（オンラインADR）を周知し，

活用促進を図ります。 

また，国民生活センターの紛争解決委員会による紛争解決制度の利用促進

を図ります。 

                         （県消費生活センター，大島消費生活相談所） 

 

 

 

 

 

１ うそ電話詐欺（特殊詐欺）とは，被害者に電話をかけるなどして対面することなく信用させ，

指定した預貯金口座への振り込みその他の方法により，不特定多数の者から現金等をだまし取

る犯罪を総称したもののこと。 

２ SNS型投資詐欺とは，相手方が，主としてSNSその他の非対面での欺罔行為により投資を勧

め，投資名目で金銭等をだまし取る詐欺。SNS型ロマンス詐欺とは，相手方が，SNSその他の

非対面での連絡手段を用いて被害者と複数回やり取りすることで恋愛感情や親近感を抱かせ，

金銭等をだまし取る詐欺のこと。 

３ 適格消費者団体とは，不特定多数の消費者の利益を擁護するために，差止請求権を適切に行

使できる専門性などの要件を満たしたうえで，内閣総理大臣によって認定された消費者団体の

こと。 

４ ADR（Alternative Dispute Resolution：裁判外紛争解決手続）とは，裁判によらず公正

中立な第三者が当事者間に入り，話し合いを通じて解決を図る手続のこと。 

５ ODR（Online Dispute Resolution）とは，デジタル技術を活用して調停等の紛争解決手続

（ＡＤＲ）をオンライン上で実施するもののこと。 
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